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１. 18年 4月中間期の業績 (平成 17年 11月 1日 ～ 平成 18年 4月 30日)
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年 4月中間期 8,798 △ 2.8 311 △ 27.6 365 △ 24.4
17年 4月中間期 9,055 5.4 430 6.9 484 9.6
17年 10月期 17,553 534 614

百万円 ％ 円　　銭
18年 4月中間期 218 △ 28.0 31.65
17年 4月中間期 302 26.4 43.96
17年 10月期 388 53.88
(注)①期中平均株式数          18年 4月中間期    6,890,403株        17年 4月中間期    6,890,911株        17年 10月期    6,890,753株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

18年 4月中間期 6.00 －
17年 4月中間期 6.00 －
17年 10月期 － 13.00

(3)財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
18年 4月中間期 11,459 5,538 48.3 803.83
17年 4月中間期 10,474 5,305 50.7 770.02
17年 10月期 9,647 5,369 55.7 776.87
(注)①期末発行済株式数     18年 4月中間期　6,890,298株    17年 4月中間期   6,890,684株    17年 10月期   6,890,463株

     ②期末自己株式数        18年 4月中間期    　  9,702株    17年 4月中間期         9,316株    17年 10月期        9,537株

２. 18年 10月期の業績予想 (平成 17年 11月 1日  ～  平成 18年 10月 31日)
　

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 18,000 600 370 6.00 12.00
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）              51円   72銭

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後
   様々な要因によって予想数値と大きく異なる結果となる可能性があります。

株  主  資　本 株主資本比率

経　常　利　益

中間(当期）純利益

総  資  産

売   上   高 営　業　利　益

１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ） 純 利 益

１株当たり年間配当金当　期　純　利　益売   上   高 経　常　利　益
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(1) 比較貸借対照表 
 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 

（平成17年４月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成18年４月30日現在） 

前期の要約貸借対照表 

（平成17年10月31日現在） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産         

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

た な 卸 資 産 

短 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

63,749 

118,962 

3,490,037 

846,733 

2,110,120 

75,495 

95,473 

△  31,321  

  

80,157 

      78,422 

3,632,071 

1,022,917 

2,530,025 

81,547 

92,873 

△  31,500  

  

151,500 

56,469 

2,979,828 

789,777 

1,761,211 

91,759 

90,605 

△  24,400 

 

流 動 資 産 合 計 6,769,250 64.6 7,486,515 65.3 5,896,753 61.1 

Ⅱ 固 定 資 産               

(1)有 形 固 定 資 産         

建 物 

機 械 及 び 装 置 

土 地 

そ の 他 

 

1,047,215 

279,993 

1,183,311 

169,152 

 

 

 

 

 

 

1,003,065 

313,164 

1,178,241 

476,206 

 

 

 

 

 

 

1,028,072 

331,187 

1,189,497 

174,197 

 

有形固定資産合計 

(2)無 形 固 定 資 産         

2,679,672  2,970,678  2,722,954  

無形固定資産合計 16,232  14,563  15,092  

(3)投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

562,589 

223,369 

246,524 

△  22,876  

  

623,889 

166,611 

223,529 

△  25,989  

  

596,739 

199,486 

242,368 

△  26,077 

 

投資その他の資産合計 1,009,607  988,041  1,012,518  

固 定 資 産 合 計 3,705,512 35.4 3,973,282 34.7 3,750,565 38.9 

資 産 合 計 10,474,763 100.0 11,459,797 100.0 9,647,318 100.0 
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（単位：千円） 
前中間会計期間末 

（平成17年４月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成18年４月30日現在） 

前期の要約貸借対照表 

（平成17年10月31日現在） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債         

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

１年以内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 

 

2,781,105 

1,197,831 

－ 

246,211 

173,274 

108,725 

－ 

63,342 

  

2,956,989 

1,926,822 

40,000 

247,914 

101,478 

109,391 

5,625 

27,674 

  

2,382,713 

679,129 

－ 

292,955 

162,050 

132,100 

－ 

49,287 

 

流 動 負 債 合 計 4,570,489 43.6 5,415,896 47.3 3,698,236 38.3 

Ⅱ 固 定 負 債               

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退任慰労引当金 

40,000 

435,452 

122,828 

 － 

377,627 

127,618 

 40,000 

406,680 

132,410 

 

固 定 負 債 合 計 598,280 5.7 505,245 4.4 579,090 6.0 

負 債 合 計 5,168,770 49.3 5,921,142 51.7 4,277,327 44.3 

       

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金 644,400 6.2 644,400 5.6 644,400 6.7 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

 

714,563 

13 

  

714,563 

13 

  

714,563 

13 

 

資 本 剰 余 金 合 計 714,577 6.8 714,577 6.2 714,577 7.4 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

中間(当期)未処分利益 

 

127,890 

3,364,123 

401,295 

  

127,890 

3,643,213 

319,055 

  

127,890 

3,364,123 

445,296 

 

利 益 剰 余 金 合 計 3,893,309 37.2 4,090,158 35.7 3,937,310 40.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 61,593 0.6 98,033 0.9 81,922 0.9 

Ⅴ 自 己 株 式 △  7,887 △ 0.1 △  8,514 △ 0.1 △  8,218 △ 0.1 

資 本 合 計 5,305,992 50.7 5,538,655 48.3 5,369,991 55.7 

負 債 資 本 合 計 10,474,763 100.0 11,459,797 100.0 9,647,318 100.0 
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(2) 比較損益計算書 
 

（単位：千円） 

前中間会計期間 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前期の要約損益計算書 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

期 別 

 

科 目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高         

Ⅱ 売 上 原 価         

9,055,583 

7,597,701 

100.0 

83.9 

8,798,125 

7,472,507 

100.0 

84.9 

17,553,258 

14,979,049 

100.0 

85.3 

売 上 総 利 益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

1,457,882 

1,027,369 

16.1 

11.3 

1,325,617 

1,013,943 

15.1 

11.6 

2,574,209 

2,039,695 

14.7 

11.7 

営 業 利 益 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

Ⅴ 営 業 外 費 用         

430,513 

97,007 

43,086 

4.8 

1.1 

0.5 

311,674 

93,364 

39,045 

3.5 

1.1 

0.4 

534,514 

167,194 

87,358 

3.0 

1.0 

0.5 

経 常 利 益 484,435 5.4 365,993 4.2 614,350 3.5 

Ⅵ 特 別 損 失         3,750 0.1 13,579 0.2 3,750 0.0 

税引前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

480,685 

172,397 

    5,390 

5.3 

1.9 

0.1 

352,413 

102,165 

    32,166 

4.0 

1.2 

0.3 

610,600 

223,130 

△    772 

3.5 

1.3 

△ 0.0 

中間(当期)純利益 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

302,897 

98,398 

－ 

3.3 218,081 

100,973 

－ 

2.5 388,242 

98,398 

41,344 

2.2 

中間(当期)未処分利益 401,295  319,055  445,296  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

１．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

製品、原材料および仕掛品は、移動平均法による原価法によっており、貯蔵品は、最終仕入原価法によってお

ります。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）のうち、平成10年４月１日以後に取得したものについては、定額法によっており

ます。 

上記以外の有形固定資産については、定率法によっております。 

耐用年数および残存価額については、法人税法の定めと同一の基準によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      ３年～47年 

機械及び装置  ２年～17年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお

ります。 

(3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎とした貸倒見込率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支給対象期間基準を基礎に将来の支給見込額を加味して計上して

おります。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当中間会計期間末にお 

いて発生していると認められる額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

各事業年度の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、それぞれの発生年度の翌事業年度から費用処理することとしております。 
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(5) 役員退任慰労引当金 

将来の役員退任慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
１．当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見 

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基 

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前中間純利益は11,255千円減少し 

ております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま 

す。 

２．企業会計基準第４号「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日）を適用しており 

ます。これにともない、当中間会計期間より役員賞与を発生した会計期間の費用として処理する方法に変更して 

おります。この結果、販売費及び一般管理費が5,625千円増加し、営業利益、経常利益および税引前中間純利益 

が同額減少しております。 
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注記事項 
 

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

１．有形固定資産の減価償却累計額 3,148,503千円 3,315,918千円 3,245,558千円 

２．保証債務 22,487千円 25,043千円 26,122千円 

３．自己株式 株 式 数      9,316株 9,702株 9,537株 

４．中間期末日（期末日）満期手形      中間期末日（期末日）満期手形の会計処理については、手形交換 

                     日をもって決済処理しております。なお、当中間会計期間末日およ 

                                         び前中間会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間期 

                                         末日（期末日）満期手形が当中間会計期間末残高および前中間会計 

                                         期間末残高に含まれております。 

                受取手形           31,106千円            9,642千円               －千円 

 

（中間損益計算書関係） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１．営業外収益の主な内容    

受取利息 

受取配当金 

賃貸料収入 

12,024千円 

27,880千円 

53,748千円 

11,486千円 

31,416千円 

49,996千円 

23,025千円 

29,192千円 

109,251千円 

２．営業外費用の主な内容    

支払利息 

賃貸物件諸費用 

4,045千円 

37,327千円 

3,074千円 

33,813千円 

6,260千円 

77,497千円 

３．特別損失の主な内容    

減損損失 

固定資産除却損 

貸倒引当金繰入額 

－千円 

－千円 

3,750千円 

11,255千円 

2,323千円 

－千円 

－千円 

－千円 

3,750千円 

４．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

87,523千円 

1,414千円 

95,735千円 

969千円 

191,633円 

2,554千円 

５．減損損失 

  当社は、事業資産については管理会計上の区分で、遊休資産については個別の物件単位でグルーピングを行っ 

ております。当中間会計期間において以下の遊休資産について、地価が大幅に下落しているため帳簿価額を回 

  収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（１１，２５５千円）として特別損失に計上しております。 

  なお、回収可能価額については固定資産税評価額を基に評価した正味売却価額によって測定しております。 

 

                         場  所  広島県竹原市 

                         用  途  遊休資産 

                         種  類  土地 

                         減損損失  11,255千円 
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（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当

額 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 千円 千円 千円 

取得価額相当額    

 機 械 及 び 装 置         1,644,833 1,421,840 1,743,198 

 そ     の     他 77,692 64,542 77,692 

 合    計 1,722,526 1,486,382 1,820,890 

    

減価償却累計額相当額    

 機 械 及 び 装 置         946,598 781,778 1,030,093 

 そ     の     他 42,218 44,435 49,987 

 合    計 988,816 826,213 1,080,081 

    

中間期末(期末)残高相当額   

 機 械 及 び 装 置         698,234 640,061 713,104 

 そ     の     他 35,474 20,107 27,705 

 合    計 733,709 660,169 740,809 

 

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額等 

  未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  千円 千円 千円 

 １ 年 内       316,373 261,261 299,292 

 １ 年 超       429,962 408,316 452,406 

 合    計 746,336 669,578 751,699 

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  千円 千円 千円 

 支 払 リ ー ス 料         173,989 175,185 364,384 

 減価償却費相当額 165,963 167,623 347,877 

 支払利息相当額         6,607 5,960 13,301 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。 

 

（減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間ならびに前中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式および関連会社株式

で時価のあるものはありません。 


